
Résumé

Purpose: Framework for the Future is a paper on the long-term strategic vision of public

libraries in the decade ahead, which was published in 2003 in the UK by the Department for

Culture, Media and Sport. Based on this document, Action Plans have been formulated and

published every three years by the Museums, Libraries and Archives Council. This paper

discusses the significance of Action Plan 2004�06, and identifies the problems of the plan

through analysis of its contents, outputs, and opinions on the plan as stated by librarians and

others.

Methods: Through an analysis of Action Plan 2004�06 and related literature, the author

examined the contents of the plan (the structure, correspondence with Framework for the Future,

the organizations that actually carried out the projects, and their budgets), the outputs of the

projects, and opinions of librarians and others (comments presented in related literature;

number of times the bulletins of a professional organization have reported on the projects).

Results: It is significant that the plan applied a new style of policymaking in a comprehen-

sive public library policy. That is, the Action Plan was based on a strategic vision. The analysis

showed that various actors, including the central and local governments, private firms and

non-profit organizations, participated in its implementation.

The paper also points out some problems, such as: insu$cient financial resources, the

unclear connection between each policy and public library services, and little participation by

librarians.
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I. 研究の目的と方法

A. �将来への枠組み� と �事業計画�
�将来への枠組み� 今後 10年間における図書
館� 学習� 情報� (Framework for the Future:

Libraries, Learning and Information in the Next

Decade)は�英国 �イングランド�の公共図書館の
長期戦略を示した文書で� 文化�メディア�ス
ポ�ツ省から 2003年に刊行された1)	 �将来への
枠組み� に対しては� 第 III章で述べるように批
判もあるが� 現在でも� イングランドにおける公
共図書館政策の根幹に位置づけられている	 �将
来への枠組み� では� 公共図書館サ�ビスの主要
な目標として� 読書振興� 電子情報の充実� コ
ミュニティへの貢献の三つを提示した	
�事業計画� (Action Plan)は� この �将来への
枠組み� に基づき� 3年ごとに作成される実施計
画である	 文化�メディア�スポ�ツ省のエ�
ジェンシ� �中央省庁や地方自治体の業務を執行
する独立機関� である博物館�図書館�文書館評
議会 �Museums, Libraries and Archives Coun-

cil, 以下MLA� が作成にあたっている	 最初に�
�2003
06年度事業計画� (Action Plan 2003�
06)2)を作成後� 予算の追加を受けて� �2004
06

年度事業計画� (Action Plan 2004�06)3)を再編し
た4)	 続いて 2006年には �2006
08年度事業計
画� (Action Plan 2006�08)5)が作成されている	
事業計画の進捗状況は何度かにわたって報告され
ているが6)�文化�メディア�スポ�ツ省とMLA

は� 全国の図書館担当機関 (library authority)を
対象に実施した質問紙調査の結果などをもとに�
最初の 3年間の事業計画の内容や進捗状況につ
いて包括的な評価を行い� 2007年に報告書を公
表した7), 8)	

B. 研究の目的と方法

本稿の目的は� �2004
06年度事業計画� �以
下 �事業計画� とは特に断りがなければ �2004

06年度事業計画� を指す� の内容� アウトプッ
ト� 図書館員を中心とする関係者の認識を分析
し� その意義と問題点を明らかにすることであ
る	 �事業計画�3)� �事業計画進捗状況報告書�
2005
06年度末時点� �以下 �進捗状況報告
書��6)� その他の関連文献の分析に基づいて研究
を行った	
まず内容については�計画の構成� �将来への枠
組み� との対応関係� 実施主体� 予算の観点から
分析を行った	次にアウトプットについては� �進
捗状況報告書� に基づいて� 実際に得られたアウ
トプットを� 報告書の刊行や研修�ワ�クショッ
プの開催といった類型別に分類して� その特徴を
分析した	 さらに �事業計画� のアウトプットと
して作成された文書の執筆者を調べ� 事業を実際
に遂行した主体の分析を合わせて行った	
最後に� 図書館関係者の認識については� 文献
から関連する記述を抽出して� 主要な論点を示し
た	 さらに �事業計画� に含まれる個�の事業に
対する図書館員の関心の度合いを知るために� 専
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門職団体である図書館情報専門職協会 �Char-

tered Institute of Library and Information Pro-

fessionals, 以下 CILIP� の機関誌 2誌において�
関連事業が報道された回数を調査した�

II. 分 析

A. 内容

1. �事業計画� の構造
�2004�06年度事業計画� は� 事業パッケ�ジ

(work package)� 戦略目標 (strategic objec-

tive)� 事業 (action)� 成果物 (deliverable)の階層
から成る構造で� 順を追って目標を具体化してい
くしくみになっている� 実際には� 事業は 2階層
に分かれているが� それぞれを区別する名称はつ
けられていない�
例えば� 事業パッケ�ジ 1の 	変革を実行する
能力の育成
 の下には� 4種類の戦略目標が設定
されている� このうち戦略目標 1の 	明確なビ
ジョンをもとに公共図書館の役割と貢献を増進
し� ビジョンについての効果的なアドボカシ�と
コミュニケ�ションを展開する
 の下に� 事業
1.1 	ステ�クホルダ�やコミュニティのニ�ズ
のよりよい理解を中心とした公共図書館サ�ビス
の変革
 と 1.2 	公共図書館のインパクト及び貢
献の評価とプロモ�ション
 が設定されている�
事業 1.1は� さらに事業 1.1.1 	公共図書館の顧客
志向の姿勢を確立し� 効果的にその役割と価値を
伝達
 にブレイクダウンされ� 事業 1.1.1の下に�
複数の成果物が設定されている� 事業 1.1.1の成
果物は� 	利用者� 潜在的利用者� 利害関係者に
とっての役割と価値について理解するために� 公
共図書館の見直しを行う
� 	公共図書館のビジョ
ン� 価値� 位置づけを明らかにし� 利用者� 潜在
的利用者� 利害関係者に対するメッセ�ジを示
す� 合わせて� 公共図書館が� いかにして� 主要
な全国� 広域圏 (regional)� 地域 (local)の優先事
項を達成するかを示す
などである�このように�
成果物とは� 	文献レビュ�の実施
� 	明確な定義
の設定
� 	パイロット事業の実施
 のように� 目
標達成の過程で実際に 	実現できそうな内容
 を

指す� それぞれの成果物には達成期限が設定さ
れ� 事業ごとに� 期待されるアウトカム (out-

come)� 主導機関� 協力機関� 予算が示されてい
る�このアウトカムは� 	中央政府と地方自治体が
共有する優先事項
 (shared priorities)9) 4項目と
文化�メディア�スポ�ツ省の目標 1項目に対
応している�
�事業計画� には� 4つの事業パッケ�ジ �	変
革を実行する能力の育成
� 	本�読書�学習
� 	デ
ジタル�シティズンシップ
� 	コミュニティと市
民的価値 (civic values)
�� 9つの戦略目標� 37

の事業 (1.1.1�9.1.1)� 約 150の成果物が含まれ
ている� 第 1表に� �事業計画� の概要を示した�
第 1表には� �事業計画�の概要 �事業パッケ�
ジ� 戦略目標� 事業� 予算� 期待されるアウトカ
ム� に加えて� �進捗状況報告書� から� それぞれ
の事業のアウトプットを抽出して記載した� �進
捗状況報告書� では� �事業報告� で設定された事
業別に� 	進捗状況の説明
� 	アウトプット
 が報
告されている� ただし �進捗状況報告書� の 	ア
ウトプット
欄は�報告書やwebサイトの名称の
記載に留まることが多かったので� 第 1表の 	ア
ウトプット
 には� 計画の実施によって具体的に
得られた内容 �報告書の刊行� デ�タベ�スの構
築� プログラムの実施など� を示すために� 	進捗
状況の説明
 からも関連する内容を抽出して補記
した�

2. �将来への枠組み� と �事業計画� の対応関係
�事業計画� のもとになった �将来への枠組み�
は� 	はじめに
� 	図書館の位置づけ
� 	図書館の
現代的使命
� 	本� 読書� 学習
� 	デジタル�シ
ティズンシップ
� 	コミュニティと市民的価値
�
	変革を進める
 の 7章から構成されている� 	図
書館の位置づけ
 の章で� 図書館の持つ 4つの強
み �空間� 蔵書� サ�ビス� 図書館員� について
解説し� 	図書館の現代的使命
 の章で� 	本� 読
書� 学習
� 	デジタル�シティズンシップ
� 	コ
ミュニティと市民的価値
 を図書館の使命におけ
る 3つの領域として導出� それぞれの領域につい
て解説した後� 中央政府や地方自治体の意識改革
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第 1表 �将来への枠組み� 2004�06年度事業計画� の概要
事業パッケ�ジ 1 変革を実行する能力の育成

戦略目標 1 明確なビジョンをもとに公共図書館の役割と貢献を増進し� ビジョンについての効果的なアドボカシ�とコミュニケ�ションを展開する

事 業 予 算1 期待される
アウトカム2 アウトプット3

1.1 ステ�クホルダ�
やコミュニティのニ�ズ
のよりよい理解を中心と
した公共図書館サ�ビス
の変革

1.1.1 公共図書館の顧客志向の
姿勢を確立し� 効果的にその役割
と価値を伝達

顧客�コミュニティ重視と
コミュニケ�ション事業
2004/05年度
�255,000
2005/06年度
�690,000 	確定分


1, 2, 3, 4, 5

Marketing Strategy for Public Libraries in
England, Marketing Plan for Public Libraries
in England 	報告書


MLAのwebサイトでアドボカシ�用資料を
公表

Love Libraries 	出版社や関連機関と連携し
て� 全国的に展開する一連の公共図書館の利用
促進キャンペ�ン
 のwebサイト

1.2 公共図書館のイン
パクト及び貢献の評価と
プロモ�ション

1.2.1 図書館のインパクトと価
値を� 全国� 広域圏 (regional)�
地域 (local
 レベルで評価� 促進

インパクトとアドボカシ�
事業
2004/05年度 �100,000
2005/06年度 �100,000
	�既存の予算


1, 2, 3, 4, 5
	進捗状況報告からの補足

�将来への枠組み
 事業計画への評価報告書を
作成中

1.2.2 図書館関連のより効果的
な政府横断的共同実施事業の立ち
上げ

共同実施事業 	既存予算
 1, 2, 3, 4

	進捗状況報告からの補足

MLA, DCMS,教育技能省が� Children’s Trust
	児童を対象とする活動を総合的�統合的に行
うために� 自治体などの公的機関や非営利機関
が参画して� 地域別に設置された共同事業体

と公共図書館の貢献について合同会議開催

戦略目標 2 質の高いリ�ダ�シップと業務遂行のための技能の向上を通して� 図書館が発展するための能力を確立する

2.1 公共図書館におけ
るリ�ダ�シップの育成

2.1.1 リ�ダ�シップ育成をめ
ざした全国的取り組み� 図書館が
改善を進めていくための経営技能
育成プログラムの実施

リ�ダ�シップ�プログラム
2004�05年度 �445,000
2005�06年度 �499,000

5
リ�ダ�シップ研修のパイロットプログラムを
実施した結果について� 報告書公表

2.2 21世紀の優れた図
書館サ�ビスを供給する
ことを目的とした図書館
員全員の技能の向上

2.2.1 質の高いサ�ビス供給の
ための全国的な業務能力育成プロ
グラムの実施

Their Reading Future プ
ログラム
2004/05年度 �120,000
	�既存の予算


5

Learning for Change 	報告書

Their Reading Future プログラム 	公共図書
館� 学校図書館サ�ビス� 学校図書館が連携し
て� 青少年の読者開発 (Reader development)
を行うために必要な研修を行うプログラム

Branching Out 	Opening the Book社の運営
する成人向け読者開発支援のための情報を提供
するサイト
 のwebサイト
Frontline 	読者開発に必要な技能を育成する
ためのオンライン�チュ�トリアルプログラ
ム� Branching Outプログラムの一環として
開発
 のデモ用webサイト

戦略目標 3 利用可能な資源を用いて� 最大のインパクトを得るための革新的な課題解決方法を実践する

3.1 最も優れた事例か
ら学べる環境の整備

3.1.1 図書館のパフォ�マンス
を向上させ� 地域社会の中心的役
割を確立するために� 自治体と協
働して図書館を支援

同業者による評価
2004/05年度 �500,000
2005/06年度 �450,000

2, 3, 4, 5
同業者による評価を実施した結果について� 報
告書を公表

3.2 革新的な課題解決
方法と既存の資源の活用
のモデルの開発

3.2.1 図書館予算と資料調達に
向けた革新的アプロ�チを通し
て� 価値の向上を達成

選書と資料収集の集中化
2004/05年度 �95,000

3, 4, 5
選書と資料収集の集中化のモデルについて� 報
告書を公表

戦略目標 4 持続可能な発展を確実なものにするために� 優れた計画立案と品質保証システムを構築する
4.1 改善した基準の達
成を容易にし� 確実にす
るための� 計画立案� 助
言� パフォ�マンス管理
のシステムの実現

4.1.1 公共図書館の計画策定及
びパフォ�マンス管理の質を高
め� 提供されるサ�ビスの内容を
改善

全国基準の改訂� インパク
ト尺度の開発
2004/05年度 � 5,000
2005/06年度 �32,000
	�既存の予算


5
全国基準の改訂
インパクト尺度の開発

事業パッケ�ジ 2 本� 読書� 学習
戦略目標 5 主要な顧客集団に向けて� 全国規模で提供しうるものの拡大を通して� 図書館サ�ビスを変革し� マ�ケティング戦略の裏づけを行う

5.1 乳幼児期の読書振
興と言語発達の促進

5.1.1 全ての子どもとその親が�
乳幼児期の読書の振興を支援する
図書館に目を向けることができる
よう� 全国的にその存在を知らし
める

家族が利用しやすい図書館
のあり方についての宣言の
作成
	2003/04年度 �86,000


1, 2

Early Year Library Network 	図書館情報専
門職協会 (CILIP)が運営する� 小学校入学前の
乳幼児に対する図書館サ�ビスを支援するため
に� 優れた実践例の紹介などを行うwebサイ
ト
 のwebサイト� Serving Families Well
	報告書
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第 1表 つづき

事業パッケ�ジ 2 本� 読書� 学習 �つづき�
戦略目標 5 主要な顧客集団に向けて� 全国規模で提供しうるものの拡大を通して� 図書館サ�ビスを変革し� マ�ケティング戦略の裏づけを行う

事 業 予 算1 期待される
アウトカム2 アウトプット3

5.2 公的教育を補う学
習機会のプログラムを通
しての児童の読書と学習
の振興

5.2.1 図書館において� 子ども
と青少年に対する整合性のある学
習支援を提供する

学習支援
2004/05年度 �15,000

1
�進捗状況報告からの補足�
図書館における学習支援のあり方についての検
討

5.2.2 読書振興とリテラシ�技
能の向上を図るために学齢期の子
どもたちを参画させる

Stories from the Web �子
どもの読書振興を目的に�
お勧めの本や図書館のイベ
ントの紹介� 子どもの作品
の投稿の募集などを行って
いるサイト� を使った休暇
中の読書に関するwebサ
イトの作成
2004/05年度 �86,200

Stories from the Web
2004/05年度 �15,000

Creative Partnerships �学
校やさまざまな分野の専門
家と協力して� 青少年の技
能を向上させることを目的
に行われている� 政府によ
る創造的学習プログラム�
2005/06年度 �10,000

Positive Activities for
Young People �社会的排
除やコミュニティの犯罪に
関わる危険性のある 8�19
歳の児童�青少年を対象
に� スポ�ツ� 芸術� 教
育� アウトドアなどへの参
加を進める活動�
2004/05年度 �24,000

1

Creative Partnershipsのシンポジウム報告書
を公表

�進捗状況からの説明からの補足�
Literature Matters プログラム �教育技能省
とア�ツカウンシルなどが出資する� 児童文学
や学校図書館の意義� 子どもの読書振興におけ
る学校図書館の役割についての教師を対象とし
た研修プログラム�

Cultural Hub プロジェクト �文化�メディ
ア�スポ�ツ省が出資する� 文化分野と教育分
野が協力して� 子どもと青少年に提供しうる文
化的活動のモデルを模索するプロジェクト� に
図書館が参画

5.3 青少年の図書館利
用の促進

5.3.1 青少年が自己の発達� 社
会参画のために必要とする本や情
報を発見できるよう援助する

青少年育成
2004/05年度 �50,000

1, 2, 3 Fulfilling Their Pottential �報告書�

5.4 成人の読書振興

5.4.1 蔵書とその展示の質を改
善する

蔵書評価
2004/05年度 �32,000
2005/06年度 �13,100

1, 2, 4

Opening the Book �図書館などにおける読書
振興を支援する諸活動を行う企業� のwebサ
イトに詳細な情報を公開

�進捗状況報告からの補足�
Stock Quality Health Check �webから入手
できる蔵書評価ツ�ル�

5.4.2 成人の読書を基礎とした
図書館活動についての戦略と年間
プログラムを策定する

読書支援を目的とした関連機
関とのパ�トナ�シップ事業
2004/05年度 �45,000

読書会支援
2004/05年度 �15,000

オンラインによる読書会
2004/05年度 �75,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

2, 4
Reader 2 Reader �本についての意見や感想を
交換するwebペ�ジで� �市民のネットワ�
ク	 のサイト内に公開� のwebサイト

5.5 成人の学習支援

5.5.1 成人の学習支援および資
料へのアクセス拡大のための統合
戦略に� 図書館が参画する

成人の学習支援
2004/05年度 �30,000
2005/06年度 �10,000

2, 4

Provision for Adult Learners in Public
Libraries in England �報告書�
Increasing the Attractiveness of Libraries for
Adult Learners �報告書�

5.5.2 基礎的技能獲得のニ�ズ
を持つ成人に対して支援する

Vital Linkプログラム
2004/05年度 �160,000

記載なし

Londoners need to Read �報告書�
Vital Link �英国読書協会が運営する� 公共図
書館を活用して成人が基礎的リテラシ�を獲得
するためのプログラム� のwebサイト
Confidence All Round �報告書�
RaW �BBCの展開する成人を対象としたリテ
ラシ�促進キャンペ�ン� のwebサイト

5.5.3 学術図書館と公共図書館
の所蔵資料への利用者のアクセス
拡大をめざす優れたモデルを実践
する

INSPIRE
2004/05年度 �70,000
�
既存の予算�

2, 4
INSPIRE �イングランドの公共図書館� 高等
教育機関の図書館などが参画する資料共有シス
テム� のwebサイト

事業パッケ�ジ 3デジタル�シティズンシップ
戦略目標 6 効果的な情報�コミュニケ�ション技術の利用を通して� 人�が必要とするサ�ビスへのアクセスを提供する
6.1 市民のネットワ�
ク�サ�ビスを提供する
サイトの改良

6.1.1 デジタル�サ�ビス提供
のためのユ�ザ�インタ�フェ�
スを設計する

インタ�フェ�ス設計
2004/05年度 �65,000
�New Opportunities Fundからの助成�

1, 2, 3, 4 �市民のネットワ�ク	 のwebサイト
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事業パッケ�ジ 3デジタル�シティズンシップ �つづき�
戦略目標 6 効果的な情報�コミュニケ�ション技術の利用を通して� 人�が必要とするサ�ビスへのアクセスを提供する

事 業 予 算1 期待される
アウトカム2 アウトプット3

6.1 市民のネットワ�
ク�サ�ビスを提供する
サイトの改良 �つづき�

6.1.2 モデルの効果を評価する
テスティング
�2003/04年度�2004/05年度
各年 �25,000)
�New Opportunities Fundからの助成�

3, 4 	市民のネットワ�ク
 サイトに最終版のサ�
ビスを展開

6.1.3 新モデルの技術的基準を
施行し� すべての要素を新たなモ
デルに統合できるようにする

基準の策定
�2003�04年度 �5,000�
�New Opportunities Fund
からの助成�

2
�進捗状況報告からの補足�
	市民のネットワ�ク
 サ�ビス提供開始に際
して� すべての要素を統合した

6.1.4 専門家グル�プと協働し
て新たな 	市民のネットワ�ク

サ�ビスを推進し� 改善を支援す
る

アドボカシ�事業
2003/04年度�2004/05年度
各年 �2,500
�New Opportunities Fund
からの助成�

2, 3, 4
�進捗状況報告からの補足�
	市民のネットワ�ク
 サ�ビスの説明会をす
べての広域圏 �region� で開催

6.1.5 	市民のネットワ�ク
 の
持続可能性について検討する

持続可能性調査
�既存の予算� 5 �進捗状況報告からの補足�

持続させていくための複数の選択肢�最終案�を作成中

6.2 市民のネットワ�
ク�サ�ビスに含まれる
各種サ�ビスの展開

6.2.1 	市民のネットワ�ク
 の
インタ�フェ�スのもとで電子的
サ�ビスを提供する

質問回答サ�ビス
2003/04年度�2004/05年度
各年 �25,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

Sense of Place �地域資料のデジ
タル化とweb上での提供プロ
ジェクト� 一部は 	市民のネット
ワ�ク
のサイトに統合された�
2003/04年度�2004/05年度
各年 �30,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

コミュニティ情報サ�ビス
2003/04年度�2004/05年度
各年 �25,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

仮想レファレンス書架
2003/04年度�2004/05年度
各年 �35,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

2, 4, 5

	市民のネットワ�ク
 のwebサイト内の
Enquire �質問回答サ�ビス� のペ�ジ公開
	市民のネットワ�ク
 のwebサイト内の
Discover �図書館� 博物館� 文書館の電子情
報源を統合的に検索するサ�ビス� のペ�ジ公
開
Discoverのペ�ジにQuicklinksとして無料
で利用できる情報源をリンク
Reference Online �公共図書館を対象とする
商業デ�タベ�スなどの共同ライセンス�

6.2.2 	市民のネットワ�ク
 に
おける支援技術を応用して� 特別
なニ�ズを持つ人�にデジタル�
サ�ビスへのアクセスを提供する

支援技術の開発
2003/04年度�2004/05年度
各年 �2,500
�New Opprtuinities Fund
からの助成�

2

�進捗状況報告からの補足�
ワ�クショップ開催
	市民のネットワ�ク
 のサイトが� Web Content
Accessibility Guidelines �ウェブコンテンツのアクセシ
ビリティに関する国際規格� のAAレベルに適合

6.2.3 社会的に排除された人�
による電子的な図書館サ�ビスの
利用を支援する

社会的排除対策
2004�05年度 �10,000
�New Opprtuinities Fund
からの助成�

2 �進捗状況報告からの補足�
ワ�クショップ開催

6.2.4 ネットワ�クを通しての
図書館資料へのアクセス向上の可
能性を検討する

蔵書へのアクセス向上
2004�05年度 �5,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

1, 2, 4, 5 �進捗状況報告からの補足�
次年度の事業計画に継続

戦略目標 7 電子政府 (UK Online)が提供するサ�ビスの目標達成や関係者の連帯に対して貢献する

7.1 公共図書館におけ
る電子政府サ�ビスの促
進

7.1.1 すべての公共図書館で電
子政府サ�ビスが提供できるよう
にする

電子政府サ�ビス
2003/04年度�2004/05年度
各年 �10,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

2, 5 DirectGov �2004年に開設された政府ポ�タ
ルサイト� と市民のネットワ�クのリンク

7.1.2 社会的に排除された人�
の電子政府サ�ビス利用を促進す
る

社会的排除と電子政府サ�ビス
2003/04年度�2004/05年度
各年 �5,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

2, 5 �進捗状況報告からの補足�
事業の変更が生じた

7.2 電子政府サ�ビス
へのアクセスポイントと
しての公共図書館のプロ
モ�ション

7.2.1 図書館の価値と電子政府
サ�ビスの協調の価値を証明する

アドボカシ�事業
2003/04年度�2004/05年度
各年 �5,000(1年につき�
�New Opportunities Fund
からの助成�

2, 3, 4, 5 �進捗状況報告からの補足�
事業に変更が生じた

7.2.2 図書館が� どのようにし
て� コミュニティのコンテンツ作
成のためのオンライン環境を作り
出すかを示す

コミュニティに関するコン
テンツ作成
2004�05年度 �10,000
�New Opportunities Fund
からの助成�

3 �進捗状況報告からの補足�
ワ�クショップ開催

�将来への枠組み� 2004�06年度事業計画
 の意義と問題点
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事業パッケ�ジ 4 コミュニティと市民的価値

戦略目標 8 結束力のあるコミュニティを構築するうえで役立つ包括的なサ�ビスの提供

事 業 予 算1 期待される
アウトカム2 アウトプット3

8.1 コミュニティの
ニ�ズ及び地域コミュニ
ティの中核としての図書
館の可能性についての理
解

8.1.1 図書館がコミュニティと
の関係強化 (engaging)を通し�
図書館が� 市民社会の再生 (civic
renewal)支援における中心的役
割を果たすことを示す

�コミュニティ�エンゲ�
ジメント� 事業
2004�05年度 �70,000
2005�06年度 �85,000

1, 2, 3, 4, 5 Big Lottery基金の �コミュニティ図書館� 事
業の枠組みを公表

8.1.2 コミュニティのニ�ズに
関する図書館の知識を増やす

調査用ツ�ルキット作成
2004�05年度 �20,000 1, 2, 3, 4 Know Your Community �報告書	

8.1.3 コミュニティの共有空間
としての公共図書館の役割と価値
を拡大する

�コミュニティ空間� 事業
�金額の記載なし 協力機
関の地方自治体協会からの
助成	

1, 2, 3, 4, 5 Extending the Role of Libraries �報告書	

8.1.4 コミュニティの結束
(community cohesion) �コミュ
ニティにおける多様な文化的背景
を持つ住民が結束力を高めるこ
と	 と多様化を支援するうえで�
公共図書館のコミュニティへの参
画の優れた実践例を探し� 奨励す
る

�コミュニティの結束� 事業
�2003�04年度 �10,000	 2, 5 Public Libraries and Community Cohesion

�報告書	

8.1.5 障害者への公共図書館の
アクセスを拡大し� 障害者が公平
なサ�ビスを受けられるようにす
る

オンライン情報源と研修
2004�05年度 �75,000
2005�06年度 �50,000

出版社
2004�05年度 �20,000

Revealweb �視覚障害者
向け資料のデ�タベ�ス	
2003/04�2004/05年度
各年 �100,000

国立盲人図書館 (National
Library for the Blind) セ
ミナ�
2004�05年度 �30,250

2

MLAのサイト 内 の “Delivering Library
Services for Disabled People” のペ�ジ �障
害者サ�ビスを始めるにあたって有用な情報や
優れた実践例を紹介	

Reading Materials for VIPs �報告書	

8.1.6 ビジネス社会と新たな関
係を築く

ビジネスと図書館の協力モ
デル
2004�05年度 �25,000

4, 5
Arts and Librariesのwebサイト �図書館と
芸術組織の協力を進めるための資料や優れた実
践例を紹介	

戦略目標 9 21世紀のコミュニティのニ�ズに対応する図書館施設�設備の整備

9.1 図書館施設の質の
改善

9.1.1 計画� 設計の改善を通し
て� 図書館施設の質を向上させる

事例研究とデ�タベ�ス構
築
2004�05年度 �20,000

レイアウトと展示
2004�05年度 �20,000

現行の図書館施設の評価�
検討
2003�04年度 �30,000

図書館デザインについての
シンポジウム
2005�06年度 � 5,000

2, 3, 5

Designing Librariesのwebサイト �図書館
建築関連の情報を収集�提供	

�進捗状況報告からの補足	
図書館施設の新築�改築事例のデ�タベ�スを
構築

出典
 Framework for the Future: Action Plan 2004�06 ��予算� と �期待されるアウトカム�	� Action Plan Progress Report:
Year End 2005�06 ��アウトプット�	� ��事業パッケ�ジ� �戦略目標� �事業� は�両者の文献に共通して記載されている�	

注 1. 当初は 2003/04年度からの 3年間計画であったため� 2004/06年度の事業計画にも� すでに消化した 2003/04年度分の
予算も合わせて掲載されている�

注 2. 期待されたアウトカム 5項目は� 事業計画の �アウトカム� 欄の記載を転記した� 計画段階で達成をめざした �アウトカ
ム� であることから �期待されるアウトカム� として示した� 次の �中央政府と地方自治体が共有する優先事項� 1�4と�
文化�メディア�スポ�ツ省の目標として補足した 5から成る� なお事業報告書には� アウトカムについての記載はない�

1 学校に関する共通基準の策定 �他のサ�ビスがこれに対して行いうる貢献も含む	
2 高齢者� 子ども� 青少年� 危機的状況にある家族の生活の質の改善
3 より安全で結束の強いコミュニティの形成
4 地域における経済活性化 �成人の技能向上を含む	
5 文化�メディア�スポ�ツ省と同省から資金を受けた組織が� 確実にパフォ�マンスを改善し� 組織としての卓越性を追
求することを通して� 顧客へ供給するサ�ビスの内容を現代化する

注 3. アウトプットは� �進捗状況報告書
 の �アウトプット� と �進捗状況の説明� 欄の内容をもとに記載した� �アウトプッ
ト� 欄は� 報告書やwebサイトの名称の記載に留まる場合が多かったため� �進捗状況の説明� 欄に� 特定のプログラムの
実施� デ�タベ�スの構築などが挙げられている場合は� �進捗状況の説明からの補足� として記載して補記した� 同様に�
�進捗状況報告書
 で �アウトプット� 欄に記載がなかった事業項目についても� 現報告書の �進捗状況の説明� を参照し�
�進捗状況の説明からの補足� として� アウトプットとして考えられる特定の報告書やプログラム� 事業の変更などの事情
について補記した�
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など� 改革の実行に際して必要な方策について述
べている�
�将来への枠組み�の章のうち�図書館の使命の

3領域にあたる �本�読書�学習�� �デジタル�シ
ティズンシップ�� �コミュニティと市民的価値�
は� そのまま �事業計画� の事業パッケ�ジの名
称となっている� 両者を対比すると� もとになっ
た �将来への枠組み� の内容が� ほぼ漏れること
なく� �事業計画�のなかで具体的事業として展開
されていることがわかる�
�将来への枠組み� で述べた公共図書館の �使
命� を� �事業計画� において具体化する過程で�
内容が絞られ� タ�ゲットとなる利用者層も明確
になっている� 例えば� �将来への枠組み� では�

�社会的包含 (social inclusion)10) の拡大� という
表現を用いて� これまで図書館をあまり利用して
こなかった人	の利用を促進する必要性について
述べている� これに対して� �事業計画� では� 働
きかけの対象を� 障害者 
特に視覚障害者� サ�
ビス 
第 1表 8.1.5�� 多文化サ�ビス 
第 1表
8.1.4�� 青少年の利用拡大 
第 1表 5.2� として具
体的に示している11)� ただし� �事業計画� では�
これらのタ�ゲットが選ばれた理由までは明らか
にされておらず�MLAの �将来への枠組み�のサ
イトなどにも説明はない� �社会的包含� は� 社会
の多様な格差や問題を扱う概念であり� 図書館が
貢献しうる領域も多岐にわたると言われてい
る12)�

第 2表 主導機関

機 関 名 実施事業数

図書館
関連機関

博物館�図書館�文書館評議会
(Museums, Libraries, Archives Council, MLA)

22

小計 28

文化�メディア�スポ�ツ省
(Department for Culture, Media and Sport, DCMS)

2

図書館諮問評議会
(Advisory Council on Libraries)

1

Early Year Library Network 1

Association of Senior Children’s and Educational Librarians 1

図書館長協会
(Society of Chief Librarians)

1

地方自治
関連機関

Improvement and Development Agency 1

小計 4

IPF 1

地方自治体協会
(Local Government Association)

1

Community Development Foundation 1

その他

英国読書協会
(The Reading Agency)

3

小計 4
教育技能省

(Department for Education and Skills)
1

不 明 1 1

合計事業数 37

合計機関数 12

出典� Framework for the Future: Action Plan 2004�06.

�将来への枠組み� 2004
06年度事業計画� の意義と問題点
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�事業計画� では� �将来への枠組み� の使命に
対応する 3つの事業パッケ�ジのほかに� �変革
を実行する能力の育成� の事業パッケ�ジを設定
し� マ�ケティング計画の策定� リ�ダ�シップ
研修� 同業者による評価 (peer review)13)� 選書と
資料収集の集中化 (stock procurement)14)� 全国
基準の改訂などの事業を展開した� これらの事業
のうち� マ�ケティング計画の策定� 同業者によ
る評価�選書と資料収集の集中化は� �将来への枠
組み� の中に関連する記述は見られるものの� 具
体的な事業内容は� �事業計画�の中で初めて明ら
かにされた15)� 一方で� �将来への枠組み� の章の
�変革を進める� における �広域圏 (region)とし
ての活動能力強化�16) の内容は� �事業計画�の中
で展開されていない�

3. 主導機関と協力機関
�事業計画� では� 個�の事業に対して� 主導機
関 1機関とこれに協力する複数の協力機関が記
載されている�
事業の主導機関の種類別にみると� 6つの図書
館関連機関が 28事業を実施 , 4つの地方自治関
連機関が 4事業を実施� 2つのその他の機関が 4

事業を実施している 	1事業は主導機関不明
� 37

事業に対して� 合計 12の主導機関が登場してい
る� 全 37事業のうち� 22事業はMLAが主導機
関となっている� 	第 2表

協力機関として記載されているのは合計 58機
関である� 活動内容別にみると� 図書館関連機関
が 19� 地方自治関連機関が 6� 教育関連機関が
10, その他が 23となっている� 機関の形態は�
中央省庁� MLAなどのエ�ジェンシ�� CILIP

などの専門職能団体� 英国読書協会などのNPO

などが中心で� 民間企業はほとんどない17)�
ただし後述するように� �進捗状況報告書�や事
業のアウトプットとして刊行された文書類をみる
と� 主導機関から� 民間企業やNPOに事業の実
施が委託されているケ�スが多い�

4. 予算
�事業計画� では� 3年間の予算を事業パッケ�

ジ別に示している18)� 	第 1図

3年間の予算の総額は約 670万ポンドで� これ
には文化�メディア�スポ�ツ省以外からの予算
も含まれている� 特に事業パッケ�ジ 3の �デジ
タル�シティズンシップ� に割り当てられた 50

万ポンドは� 全額� 宝くじを財源とする基金であ
る New Opportunities Fundによるものである�
全体の予算の約 6割は� 事業パッケ�ジ 1 �変革
を実行する能力の育成� に割り当てられている�
�2003�06年度事業計画� と �2004�06年度
事業計画� の予算を比較すると� 2004年度の追
加出資 200万ポンドの多くは� 事業パッケ�ジ 1

に振り分けられたことがわかる19)�

B. アウトプット

1. アウトプットのタイプ
2005�06年度末の �進捗状況報告書�の �アウ
トプット�� �進捗状況の説明�欄の記載をもとに�
アウトプットのタイプを調査し� 独自に分類し
た� 	第 3表

これらの欄に報告書の公表やプログラムの実施

第 1図 各事業パッケ�ジの予算配分 	3年間の
総額

出典 Framework for the Future: Ac-

tion Plan 2004�06.
注
 事業パッケ�ジ 1 �変革を実行する
能力の育成�� 同 2 �本� 読書� 学
習�� 同 3 �デジタル�シティズン
シップ�� 同 4 �コミュニティと市民
的価値�
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第 3表 主要なアウトプットのタイプ

文書 図書館員向け
ツ�ル

研修�ワ�ク
ショップ 利用者サ�ビス

一般市民�関係
者対象プロモ�
ション活動

複合プログラム その他 不明

1.1.1 マ�ケティング事業 �
� �図書館利用
促進キャンペ�
ン� Love Libraries�

1.2.1 図書館のインパクトの測定 �

1.2.2 中央政府内の連携強化 � �複数省庁が
合同会議�

2.1.1 リ�ダ�シップ研修 � �

2.2.1 図書館員の業務能力育成 �
� �読者開発の
研修や情報提供
を行うwebサ
イト�

3.1.1 同業者による評価 � � �評価�
3.2.1 選書と資料収集の集中化 �

4.1.1
全国基準の改訂� インパクト尺
度の開発

� �サ�ビス基
準�

5.1.1 乳幼児の読書振興 � � �webサイト
で情報提供�

5.2.1 児童の学習支援 �

5.2.2
児童の読書振興とリテラシ�育
成 �

�(Creative
Partnerships
シンポジウム�

� �子どもの文
化活動のモデル
構築� Cultural
Hub)

� �図書館や読
書に関する教師
向け研修�
Literature
Matters)

5.3.1 青少年の図書館利用促進 �

5.4.1 蔵書の質の改善
� �webサイト
で情報提供� 蔵
書評価ツ�ル�

5.4.2 成人の読書振興

� �本について
の情報交換�
Reader 2
Reader�

5.5.1 成人の学習支援 �

5.5.2 成人の基礎的リテラシ�育成 �
� �リテラシ�
促進キャンペ�
ン� BBC RaW�

� �リテラシ�
獲得プログラ
ム� Vital Link�

5.5.3
学校図書館と公共図書館の資料
面での協力

� �総合目録な
どの複数の館種
間の資源共有�
INSPIRE�

6.1.1
�市民のネットワ�ク	 のユ�
ザ�インタ�フェ�スの設計

� �市民のネッ
トワ�クのweb
サイト開発�

6.1.2
�市民のネットワ�ク	 のサ�
ビスモデルの評価 �

6.1.3
�市民のネットワ�ク	 の諸要
素の統合 � �技術基準�

6.1.4
�市民のネットワ�ク	 サ�ビ
スの普及 �

6.1.5
�市民のネットワ�ク	 の維持
可能性の検討 �

6.2.1
�市民のネットワ�ク	 におけ
る各種サ�ビスの提供

� �市民のネッ
トワ�クのweb
サイト開発�

� �共同ライセ
ンス )

6.2.2
特別なニ�ズを持つ人
に対す
るデジタルサ�ビスの開発 �

� �市民のネッ
トワ�クのweb
サイト開発�

6.2.3
社会的に排除された人
に対す
るデジタルサ�ビスの開発 �

6.2.4
ネットワ�クを通しての図書館
資料のアクセスの向上 �

7.1.1 電子政府サ�ビスの開発 �

7.1.2
社会的排除された人
に対する
電子政府サ�ビスの開発 �
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について書かれていても� 具体的な文書やプログ
ラムの名称が明らかでない場合は� MLAの �将
来への枠組み�プログラムを紹介したペ�ジ20)か
ら該当すると思われる文書やプログラムの名称を
調べた�その際�内容が類似しているだけでなく�
2004�05年度から 2005�06年度の期間に公表
あるいは実施された文書やプログラムであること
を確認した�
�文書� は� 研究	調査の報告書や� サ�ビスの
拡大	普及に向けて一般市民や関係者にするアド
ボカシ�資料として作成された文書を指す� ただ
し文書の形態で作成されたものであっても� 次の
図書館員向けツ�ルに分類されるものは除く�
�図書館員向けツ�ル� とは� 図書館員を対象に�
業務遂行の手順や優れた事例といった情報を提供
するために作成された文書やwebサイトで� オ
ンライン教材なども含む� �研修	ワ�クショッ
プ� とは� 図書館員や関係者を対象に� サ�ビス
への理解や技能の向上を目的に開催されたものを
指す� �利用者サ�ビス� とは� 一般市民の利用を
目的に開発されたサ�ビスを指す� �市民のネッ
トワ�ク� のような既存のサ�ビスの改善も含
む� �一般市民	関係者対象プロモ�ション活動�
とは� 読書振興� リテラシ�向上� 図書館利用の

促進などを目的に� マスコミを通じた呼びかけ�
イベントの開催などの手段で行った広報活動や
キャンペ�ンを指す� 単に文書を作成� 配布した
だけの場合は� 文書に分類した� �複合プログラ
ム� とは� 特定の目的のもとに� 上記の複数の形
態を複合して行う活動を指す�
アウトプットのタイプとしては� �文書�が最も
多かった� ひとつの事業に対して� 複数のタイプ
のアウトプットが出されることが多いが� 主なア
ウトプットが �文書� だけの事業も 5つあった�
�利用者サ�ビス� に結び付いた事業は 6つのみ
で� すべてweb関連の事業であった� このうち
INSPIRE関連事業を除いた 5つは� �市民のネッ
トワ�ク� のポ�タルサイトの開発やそこで提供
されているサ�ビスである� �研修	ワ�ク
ショップ� は� 短期のセミナ�も含む� 開催日と
開催場所が同一であったことから� 同一のセミ
ナ�が複数の事業のもとに記載されていると思わ
れるケ�スもあったが� 詳細は確認できなかっ
た�

2. プロジェクトを実際に遂行した主体
�進捗状況報告書�をみると�委託機関の公募や
決定が� 進捗状況の 1ステップとして示されてい

第 3表 つづき

文書 図書館員向け
ツ�ル

研修	ワ�ク
ショップ 利用者サ�ビス

一般市民	関係
者対象プロモ�
ション活動

複合プログラム その他 不明

7.2.1
図書館と電子政府サ�ビスの連
携 


7.2.2
コミュニティがコンテンツ作成
するためのオンライン環境の整
備




8.1.1
市民社会の再生 (civic renewal)
における図書館の役割


 �文書の形態
のサ�ビスマ
ニュアル�


 �Big Lottery
基金の公募プロ
ジェクトの枠組
み�

8.1.2 コミュニティのニ�ズの調査

 �文書の形態
のサ�ビスマ
ニュアル�

8.1.3
コミュニティにおける空間とし
ての図書館の役割 


8.1.4
コミュニティの統合と多様化の
推進 


8.1.5
障害を持つ人
の図書館へのア
クセス向上 
 
 �webサイト

で情報提供�

8.1.6 ビジネス社会との関係構築 
 �webサイト
で情報提供�

9.1.1 図書館施設の改善 
 �デ�タベ�
ス�
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第 4表 �事業計画� に基づいて作成された文書
事業
計画
の事
業番
号

MLAサイト内の
プログラムの分類 タイトル 刊行年

著 者
�運営グル�プが別に設置されている

場合はそのメンバ��
著者のタイプ 公共図書館

員の参画 刊行者

1 1.1.1 全般 Little Book of Public
Libraries

2005
記載なし �デザインは redstone.com
による� 記載なし 著者の記載

なし MLA

2 1.1.1 マ�ケティング
Marketing Plan for
Public Libraries in
England

[2005?] MLA Libraries team エ�ジェンシ� なし MLA

3 1.1.1 マ�ケティング
Marketing Strategy for
Public Libraries in
England

[2005?]
MLA Libraries team, Dave �広告
業�� Provokateur (コンサルタント
業�

混成 �企業含む� なし MLA

4 2.1.1 リ�ダ�シップ

Transformational
Leadership Behaviour
among Participants in
the �Leading Modern
Public Libraries�
Programme

2006
Leadership Research &
Development Limited

民間企業 なし MLA

5 2.2.1
業務遂行能力の開

発 Learning for Change 2004 記載なし 記載なし なし MLA

6 3.1.1 同業者による評価

Library Peer Review
Programme: Evaluation
of Pilots and Phase 1 of
the Programme

2005
Warren Leigh �IDeA, 地方自治体協
会のエ�ジェンシ��� Sarah Wilkie
(MLA)

エ�ジェンシ� なし

MLA, Improve-
ment and

Development
Agency

7 3.2.1
選書と資料収集の

集中化

Public Libraries
E$ciency and Stock
Supply Chain Review

2005 PKF �コンサルタント業� 民間企業 なし DCMS, MLA

8 3.2.1
選書と資料収集の

集中化

Better Stock, Better
Libraries: Transforming
Library Stock
Procurement

2006
Pricewaterhouse Coopers Ltd �コ
ンサルタント業� 民間企業 なし

MLA,
Pricewaterhouse

Coopers Ltd

9 4.1.1 インパクト尺度

Introduction to
Proposals for 2005/06:
Public Library Service
Impact Measures Public
Library Impact
Measures for 2005/2006

[2004?]

IntroductionはDavid Lightfoot
(Lancashire County Library and
Information Manager) が執筆	 その
他には著者の記載なし

公共図書館員 あり MLA

10 5.1.1 家族と子ども Serving Families Well 2004
Book Marketing Limited �出版関係
の市場調査を行う企業� 民間企業 なし

Early Years
Library Network,

MLA, BMI

11 5.2.2 青少年 Creative Partnerships
Symposium Report

[2004?]
著者はなし	 シンポジウムの記録	 シ
ンポジウムでの発表者として公共図書
館員の名前もある

記載なし

あり �シン
ポジウムの
発表者とし
て紹介�

英国読書協会

12 5.3.1 青少年 Fulfilling their Potential 2004

戦略グル�プ
 John Dolan�Birming-
ham Libraries, 図書館長協会��
Jonathan Douglas (Head of Learn-
ing and Access, MLA), Nicky Parker
(Manchester Libraries, Association
of Senior Children’s and Education
Librarians and Youth Libraries
Group), Trish Botten (Warwick-
shire Libraries), Lesley Sim(West
Sussex Libraries)

混成
�企業含まず� あり MLA

13 5.3.1 青少年

A Research Study of 14�
35 years old for the
Further Development of
Public Libraries

2006

中央情報局 (Central O$ce of Infor-
mation) のマ�ケティング専門家�
MLA, DCMS, LASER 財団の各代表�
図書館サ�ビスの責任者

混成
�企業含まず� あり

MLA, DCMS,
LASER

Foundation

14 5.4.1 読書
Stock Quality
Health Check: An
Evaluation

2006
Sylvia Simmons (University of
Shefield), Briony Train (University
of Shefield)

大学 なし MLA

15 5.5.1 成人の学習
Increasing the Attractive-
ness of Libraries for
Adult Learners

2005
Catherine Shovlin �Customer Inter-
preter Ltd, コンサルタント業� 民間企業 なし MLA

16 5.5.1 成人の学習
Provision for Adult
Learners in Public
Libraries in England

2005
Linda Ashcroft. ほか 5名 (Liver-
pool John Moore University)

大学 なし MLA

17 5.5.2 成人の学習 Londoners Need to
Read

2004
David Brockhurstほか 1名 �2名と
もコンサルタント兼著者として紹介� 記載なし 著者の記載

なし ALM London
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る場合がある� アウトプットとして刊行された文
書類などの記述からも� それぞれの事業の遂行
は� 実際には� �事業計画� に示された主導機関か
ら� 別の機関やその事業のために編成された運営
グル�プなどに委託されることの方がむしろ一般
的である�
�進捗状況報告書�の記述は�委託先の名称が示
される程度で� 機関の類型� 運営グル�プの編成
などの詳細についてはわからない� そこでプロ
ジェクトを実際に遂行した主体について分析する
ために� 事業の一環として作成された文書の執筆
者の所属や執筆機関について調べた� �第 4表�
�進捗状況報告書� の �進捗状況説明	 と �アウ
トプット	 欄の記述から具体的なタイトルが特定
可能な文書を分析の対象とした� 刊行の事実のみ
が記載されていて� 文書の正確なタイトルがわか
らない場合は� 文書の内容� 著者� 刊行時期など
の記述をもとに�MLAの �将来への枠組み�プロ

グラム紹介のペ�ジ20) や事業の主導機関や協力
機関のwebサイトを調べ� 該当するタイトルを
特定した� 調査研究報告書の体裁を持つものが多
いが� 文書には多様なタイプがあり� 厳密な区分
が困難であったので� 一部にシンポジウムの記録
やアドボカシ�用のパンフレットも対象に含め
た� プレゼンテ�ション用スライド資料は除外し
た�ほとんどの場合�全文または概要がweb上に
公表されている� �将来への枠組み�プログラム紹
介のペ�ジには� 対象とした文書のほかにも関連
する文書の記載があったが� �事業計画�との関連
をはっきりと示すことができなかったので� 対象
から除外した�
分析対象の文書は� 2004年公表が 7点� 2005

年公表が 11点� 2006年公表が 9点� 合計 27点
である� 文書の著者や運営グル�プのメンバ�を
実際の事業遂行者と判断した場合�民間企業21)が
9点� 大学が 2点� 非省庁公的機関 (Non Depart-

第 4表 つづき

事業
計画
の事
業番
号

MLAサイト内の
プログラムの分類 タイトル 刊行年

著 者
�運営グル�プが別に設置されている

場合はそのメンバ��
著者のタイプ 公共図書館

員の参画 刊行者

18 5.5.2 成人の学習 Confidence All Round 2005
Morris Hargreaves Mcintire社 �コ
ンサルタント業� 民間企業

あり �図書
館 員 10名
への謝辞�

Morris
Hargreaves

Mcintire

19 8.1.1
コミュニティ
エ
ンゲ�ジメント

Community Engagement
in Public Libraries:
a Report on Current
Practice and Future
Developments

2006
CSV �ボランティアの連合組織で研
修などを行うNPO� NPO なし MLA

20 8.1.1
コミュニティ
エ
ンゲ�ジメント

Community Engagement
in Public Libraries:
a Toolkit for Public
Library Sta#

2006
CSV �ボランティアの連合組織で研
修などを行うNPO� NPO なし MLA

21 8.1.2
コミュニティ
エ
ンゲ�ジメント

Know your Community:
A Best Practice Guide
for Public Libraries

2005

Jill Whiteheadほか 1名 �Institute
of Public Finance Limited, 英国公
会計公認会計士協会の保有する経営支
援企業�

民間企業 なし MLA

22 8.1.3
コミュニティ
エ
ンゲ�ジメント

Extending the Role of
Libraries

2004
Anne Lines, Christopher Savory,
Angharad Reakes �所属不明� 記載なし 著者の記載

なし

National
Foundation for

Educational
Research

23 8.1.4
コミュニティ
エ
ンゲ�ジメント

Public Libraries and
Community Cohesion

2005
Community Development
Foundation

非省庁公的機関 なし MLA

24 8.1.5 アクセス
Reading Material for
VIPs: Using Digital
Publishing Workflows

2005
Hugh Look �Rightscom Ltd, コン
サルタント業� 民間企業 なし MLA

25 8.1.5 アクセス Feasibility Study for
Revealweb II

2006
運営グル�プ Sarah Wilkie (MLA)
ほか 10名

混成
�企業含まず� あり MLA

26 9.1.1 施設 Designing Libraries
Project

2006
Alan J. Clark �University of Wales
Aberystwyth, 大学図書館員� 大学図書館員 なし 不明

27 9.1.1 施設 Library Buildings’
Survey

2006 PKF �コンサルタント業� 民間企業 なし MLA
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mental Public Body)22)�エ�ジェンシ�が計 3

点� NPOが 2点�大学�公共図書館が計 2点 �各
1点��複数のタイプの混成が 4点 �民間企業を含
むケ�スが 1点� 含まないケ�スが 3点�� 記載
なしまたは不明が 5点であった� このうち� 図書
館員が著者または運営グル�プのメンバ�として
参画している文書は 4点あり� ほかに謝辞の対象
やプレゼンテ�ション発表者の中に図書館員が含
まれている文書が 2点あった�
全体として� 実際の事業の遂行は� コンサル
ティング企業に依存しているケ�スが多かった�
図書館員がプロジェクト�チ�ムのメンバ�とし
て参画している例は少数に留まる� 事業のなかに
は� 調査の過程で� 図書館員を対象とした聞き取
り調査を行うなどして� 図書館員の意見を収集し
たケ�スもあったかもしれない� しかし調査の過
程を詳しく述べていない文書も多く� すべての文
書について聞き取り調査の有無などを確認するこ
とはできなかった�

C. 図書館関係者の認識

1. 既存の文献にみられる �事業計画� への評価
2007年に� MLAは� 最初の 3年間 �2003	

04, 2004	05, 2005	06年� の �事業計画� の実
施結果に対する評価をまとめた7)� このMLAに
よる評価においては� 2006年 6月に実施された
図書館担当機関を対象とする質問紙調査 �回収率
42
� の結果を中心に� 文献やインタビュ�調査
などの結果が補充されている� 質問紙調査では�
図書館担当機関の 97
 が� 全体として� �事業計
画� は図書館サ�ビスの向上につながったと肯定
的に評価した� ただし結果の解釈には� この計画
の推進母体であるMLAが自ら行った評価である
点を考慮する必要がある�
質問紙調査によれば� 肯定的な評価の多かった
事業は� �リ�ダ�シップ研修 (87
)�� �読書に関
連したプロジェクト (92
)�� �市民のネットワ�
ク�サ�ビス (76
)� などであった �括弧内は回
答者中で肯定的評価をした者の割合�� ただし市
民のネットワ�ク�サ�ビスに関しては� サ�ビ

ス全体としては肯定的な評価が多いものの� 個

の事業によって評価が分かれ� 質問回答サ�ビス
(79
)については肯定的な評価が多く� 一方で
Discoverサ�ビス �画像や音楽情報の検索�
(30
)と Readサ�ビス �本に関する意見や情報
の交換� (27
)は肯定的評価が少ないという結果
であった� �全国基準� については� �開館時間の
延長に対する効果 (65
)�� �資料費の増加に対
する効果 (67
)� は認められたものの� �アクセ
スポイントの向上 (14
)� は認められなかった�
�同業者による評価�については�実際にこれを実
施した図書館担当機関は肯定的評価をしている
が� 全国的な実施割合は非常に低かった� 逆に肯
定的評価が少なかった事業は� �コミュニティ�
エンゲ�ジメント (community engagement)

(24
)�23)� �Designing Libraries Web サイト
�図書館建築に関する支援を行うwebサイト�
(32
)� などであった�
事業全体に関わる問題として� 多数の協力機関
が関与する事業が多いにもかかわらず� これらの
機関をまとめあげることのできるような枠組みが
�事業計画�には欠けていること�また全体の予算
が十分でないことなどが指摘されている�

MLAによる評価の他には� �事業計画� を直接
に取り扱った文献は少なく� 記述も断片的であ
る� Gouldingは� 2006年に刊行した文献におい
て� Goulding本人または� インタビュ�した図
書館関係者の意見として� 次のような点を指摘し
ている24)�

�会議や専門雑誌では� 専門職のリ�ダ�の育
成について危惧されることが多いが� 図書館
の現場ではそれに対応した行動が十分にとら
れていないように思われる� リ�ダ�シップ
研修の当初の参加者はわずかで� 現在でも図
書館担当機関の 56
 しか参加していない
[p. 145]�
�ITサ�ビスに費やされる予算に比べて� 図
書の予算はずっと少ない �匿名のインタ
ビュ�回答者の意見� [p. 323]�
�読書やデジタルサ�ビスに比べて� 社会的排
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除の問題については注目も集まっておらず�
投資もなされていない �公共図書館員の
John Pateman の意見� [p. 210]�
�IT サ�ビスは New Opportunities Fund

に支えられていたが� New Opportunities

Fund 以降の財源について� �将来への枠組
み� は言及していない [p. 97]�

なお本稿の目的を超えるため詳しくは論じない
が� �事業計画� のもとになった �将来への枠組
み� に対しても� 中央政府が公共図書館政策を重
視する姿勢を示した文書として評価する声がある
一方で� 批判も多いことを指摘しておく25)�29)�

2. 専門職団体の機関誌の報道
CILIPは� 英国における図書館分野の専門職団
体であり� その機関誌の内容は� 図書館関係者の
関心を反映したものになっていると思われる� そ

こで�関連する報道の回数やその内容を調べ� �事
業計画� 全体や個	の事業に対する図書館関係者
の関心の度合いを知る手がかりとした� �第 5表�
対象とした報道は� CILIPの機関誌 Updateと

Public Library Journal の 2004年から 2006年
の間に刊行された号に掲載された全記事である�
最新の図書館界の動向は� 短いニュ�ス記事の形
態で報道され� ニュ�ス記事は文献デ�タベ�ス
に収録されていないことが多いことから� 該当年
に刊行された機関誌の全部の記事に目を通して�
関連記事を抽出した� 抽出の対象は� �事業計画�
と �進捗状況報告書� の記述から具体的な名称が
特定できるプログラムや文書 �第 4表� について
書かれた記事� 2004年度と 2005年度の �事業計
画� の内容を全般的に紹介した記事である� その
結果� 合計 90件の記事を抽出することができた�
�事業計画� 全般については 3点の記事があり�
全体の予算� 事業概要� 進捗状況などを説明する
内容であった�

選書と資料収集の集中化�と 
成人の基礎的リ
テラシ�� に関する報道が多く� これらの事業に
対する関心の高さが示された� 全体に� プロジェ
クトを客観的に紹介する記事が多い中で� 
選書
と資料収集の集中化� については� 批判的記述が
比較的多かった� Update誌では�批判的論調の投
書が複数回にわたって掲載され30)�33)� Public Li-

brary Journal では� 賛成�反対の両立場の二人
の意見が同時に掲載された28)� 
成人の基礎的リ
テラシ�� 12件の中では� 
Vital Linkプログラ
ム� 6件� 
RaWキャンペ�ン� 5件のトピックへ
の関心が高かった�
一方で� 
図書館施設�� 
コミュニティ�エン
ゲ�ジメント�� 
乳幼児の読書振興�34) や 
成人
の読書振興� などの報道が少なかった� �事業計
画� の戦略目標 7に関連した 
電子政府� や戦略
目標 8に関連した 
障害者サ�ビス� の事業に関
する報道は見られなかった�

第 5表 Update, Public Library Journal による
�事業計画� 関連事業の報道回数

記事のトピック 件 数

選書と資料収集の集中化 13

成人の基礎的リテラシ� 12

リ�ダ�シップ研修 8

全国基準 8

青少年の図書館利用促進� 読書振興 7

市民のネットワ�ク 7

Love Librariesキャンペ�ン 6

同業者による評価 6

インパクト尺度 6

マ�ケティング 4

成人の読書振興 3

図書館施設 3

事業計画全般 3

コミュニティ�エンゲ�ジメント 2

その他 2

合 計 90
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III� 考 察

A� 意義

1. 新しい政策立案スタイルの適用
�事業計画� の意義は� まず� 長期戦略 ��将来
への枠組み��をつくり�これに基づいて短期の事
業計画 ��事業計画�� を策定するという合理的な
スタイルを� 公共図書館の総合的な政策において
はじめて適用した点にある� 同時に� 計画や評価
が詳細なレベルまで公表され� 政策の説明義務を
果たすうえでも� かつてより進んだ手法を確立し
た�

1997年に� 当時の公共図書館の担当省庁で
あった国民文化省が公共図書館についての報告書
をまとめた際にも� 報告書の中で� 今後の政策の
方向性について述べている35)� しかしこのとき
は� 直後に保守党から労働党に政権が交代したこ
ともあって� 事業計画にあたるかたちにブレイク
ダウンされることはなかった� また同じ 1997年
に公表された �市民のネットワ�ク� では� 公共
図書館が情報技術の進展に対応するという目標の
もとに� 必要な業務をコンテンツ開発� 図書館員
教育� ネットワ�ク構築の 3グル�プに整理し�
6年目までの予算配分を示して� 統合的な視点で
事業を進めるというスタイルが提案された� その
後� �市民のネットワ�ク�の進捗状況の概要を示
した報告書も公表された�
このように� 設定した目標をブレイクダウンし
て� 具体的に実施すべき事業を示すというスタイ
ルは� 図書館政策においても 1990年代後半から
採用されるようになってきた� �将来への枠組み�
に基づいた �事業計画� では� 対象を個別のテ�
マから公共図書館の総合的な政策にまで拡大し�
�市民のネットワ�ク	 もその一部に取り込んだ�
また �市民のネットワ�ク	 では� 計画の概要や
全般的な評価の公表に留まったのに対し� �事業
計画� では� 実施に至る詳細な計画が作られ� さ
らに個
の事業の進捗状況も公表された� 従っ
て� 政策の内容や実施の状況についての説明責任
についても� よりいっそうの配慮がなされたと言

える�

2. 政策実施への多様なアクタ�の参画
従来� 全国的な政策は� 中央政府がその立案や
実施を独占してきた� これに対し� 特にブレア政
権以降�中央�地方�民間企業やNPOなどの多様
なアクタ�が� 人材� 情報� 資金などのさまざま
な資源を結集し� 共同で公共政策の立案と実施に
あたるという PPP (Public Private Partnership)

が推進されている�
公共図書館政策においても� 文化�メディア�
スポ�ツ省は政策の実質的な立案と実施をMLA

に委託し� さらにMLAは� 多様な関連機関と連
携しながら�政策の実施にあたっている� �事業計
画� は� このような新たな政策実施スタイルを前
提に策定された政策である� その際に� MLAは�
関連機関へ協力や参加を呼びかけるアドボカシ�
役を務めつつ� 全体を調整するマネ�ジャ�の役
割も果たす� ただかつての中央政府とは異なり�
財政� 権限などの面で圧倒的に優位な立場に立っ
て� ほかのアクタ�をコントロ�ルすることはで
きない� MLAは� さまざまなアクタ�間に分散
した人材や資金などの各種資源をとりまとめ� 調
整を図りながら� 公共図書館の振興という目的の
達成をめざすことになる� 以前の福祉国家政策の
もとでは� 中央�地方政府にさまざまな資源を集
中して� 図書館を含む各種公共政策を推進してき
たが� このような政策実施スタイルはすでに限界
を迎えており� 現在の状況では� 中央� 地方� 民
間企業や NPOなど� 多様なアクタ�の連携が不
可欠である� また� 図書館活動の関わる領域の多
様性という点からも� 単独のアクタ�によって図
書館振興の目的を達成することは不可能で� 教
育� 福祉� 芸術� 健康� 産業など� 多様な関心領
域を持つアクタ�との協力が求められている� 学
習や情報の入手などの図書館活動が� 他の領域の
活動の基礎となる場合も多いので� 図書館はさま
ざまな関心領域を持つアクタ�と連携できる可能
性がある�
このように多数のアクタ�が参画するだけに�
事業を進めるうえでは� 全体の事業内容や進捗状
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況を明らかにして� 情報公開を進め� 合意をとり
ながら�事業展開を図る必要がある� �将来への枠
組み� に基づいた �事業計画� の策定とその評価
は� そのために必要なプロセスであると言える�
�事業計画� では個�の事業内容� 主導�協力機
関� 達成年限を詳細に公表し� この計画に沿って
予定通り事業が進んだ場合だけでなく� うまくい
かなかった場合についても報告がなされている�
ただしMLAも含めて� それぞれのアクタ�の
政策への関与は限定的なものである� 資金や権限
などの資源が集中する安定的な力を持つアクタ�
がいない中で� 一定の方向性を維持するのは難し
いことも確かである� �将来への枠組み�の構想の
達成という目標を持つアクタ�はMLAだけで
あって� 他のアクタ�はそれぞれ別の意図をもっ
て� 自らの組織目標達成に利する範囲内で� 事業
に関わっている� アクタ�の拡大に伴って� 責任
が分散し� 最終的な説明責任を果たす者があいま
いになる危険性も存在する� 公共図書館政策の担
当省庁である文化�メディア�スポ�ツ省は�
MLAに �事業計画� の立案と実施を全面的に委
託したという立場をとっていて� �事業計画�に関
する責任の範囲を明らかにしていない�

B. 問題点

1. 財源の問題
�事業計画�の予算配分をみると�サ�ビスの直
接の支援よりも� 研修や評価などの形での間接的
な支援への配分が多いために� 利用者に与えるイ
ンパクトの高さに不安が残る�
さらに文化�メディア�スポ�ツ省からの 500

万ポンド �2003年に 300万ポンド� 翌年 200万
ポンドを追加	 と同様に� 外部からの予算も期間
を限定したものがほとんどであり� 政策の継続性
も保障されない� 例えば 
デジタル�シティズン
シップ� の予算は� 全額� New Opportunities

Fund からのものであったために� 予定の 3年間
を終了した後の財源の問題が指摘されてい
る24), 26)� �2006�08年度事業計画� では� 
市民
のネットワ�ク�は� �将来の枠組み�の 3本柱の

ひとつであるにもかかわらず� 政策が継続されて
おらず� 財源の不安定さがもたらす影響の深刻さ
がうかがえる�
そもそも �将来への枠組み� に基づいて事業が
展開された 2003年当初から� 財源の問題は指摘
されてきた� Usherwoodは� 同じ文化�メディ
ア�スポ�ツ省の事業でも� 芸術関連の Renais-

sance in the Regionsには 3年間で 7,000万ポン
ドが支出されているのに対し� �将来への枠組み�
の予算が少ないことを指摘している26)� 文化�メ
ディア�スポ�ツ省は� 翌 2004年に 200万ポン
ドの予算を追加したが�それでも総額は 500万ポ
ンドに過ぎず� Renaissance in the Regionsの予
算には遠く及ばない�

2. 個�の方策と公共図書館サ�ビスとの結びつ
きの不明確さ
�将来への枠組み� や �事業計画� の最終的な目
標は� 公共図書館サ�ビスの振興である� しかし
利用者サ�ビスの開拓につながったのはわずか
で� このうちの多くはすでにサ�ビスが開始され
ていた 
市民のネットワ�ク�関連のものである�
MLAの質問紙調査でも� �事業計画� の利用者
サ�ビスに対する直接的な貢献は読書などの一部
の領域に留まり� 多くは間接的な貢献であったこ
とが指摘されている7)� 全般にサ�ビスのあり方
や可能性の調査研究� 読書振興などに向けた一般
向けプロモ�ションなどの活動は� 長期的な視点
で見れば図書館サ�ビスの振興に役立つかもしれ
ないが� 実際のサ�ビスに直接影響を与えるもの
ではなく� 効果が測定しにくい�

4つの事業パッケ�ジのうち� 特に 
コミュニ
ティと市民的価値� に属する事業のアウトプット
は� 文書による調査研究の報告が多く� 利用者
サ�ビスやプロモ�ション活動に結び付いていな
い� これは� 抽象性の高い理念が� �将来への枠組
み� の段階で十分に具体化されないまま提示され
たことによるものと考えられる�
長期計画の最初の段階だから� 調査研究が多い
というわけではない� その後の計画 �2006�08

年度	 をみると� �2004�06年度事業計画� の調
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査研究が事業として十分に展開されていない5)�

3. 図書館員の参画の少なさ
それぞれの事業は� 主導機関が直接行うわけで
なく� 多くの場合� 主導機関は全体の事業の枠組
みを作るだけで� 別の機関に実施を委託してい
る� CILIPや図書館長協会などの公共図書館関連
機関がプロジェクトの協力機関として参画してい
る例は多いものの� 図書館員が文書の著者や運営
チ�ムのメンバ�となっている例は少ないので�
参画の程度は限定的であると推測される�

1990年代後半までは� 図書館員が中央政府の
プロジェクト�チ�ムに加わる事例がたびたび
あった36)� 図書館サ�ビスの現場のニ�ズに即し
た� 実現可能性の高い政策を作るためには� 現場
の職員の意見を政策に反映させることが必要であ
る� その意味で� 政策立案や実施から図書館員が
排除された現状には問題があるものと思われる�
事業によって� 図書館員の関心の高さには差が
みられた� 前項で引用したMLAによる調査によ
れば� ほぼすべての自治体が �事業計画� 全体を
肯定的に評価している� MLAによる調査におい
て肯定的評価の多かった� �リ�ダ�シップ研修�
や �市民のネットワ�クの質問回答サ�ビス�は�
CILIPの機関誌での報道回数も多かった� �読書
に関連したプロジェクト� も� 青少年対象の活動
に限って言えば� やはり報道回数が多かった� こ
れらは� 図書館員のニ�ズに適合した形で� 事業
を展開できた事例であると言える� しかし� 事業
のなかには�図書館員の関心が低いもの� �事業計
画� における事業展開の方向性に対し� 図書館員
からの批判がみられたものもあった� 例えば
MLAによる調査で� 肯定的評価の少なかった
�コミュニティ�エンゲ�ジメント�� �Design-

ing Libraries Web サイト� は� 今回の調査対象
とした CILIP機関誌 2誌における報道回数も少
なかったことから� 図書館員の関心も低かったの
ではないかと推察される� また �選書と資料収集
の集中化� は� 報道回数は多いが� 批判的な立場
から関心を持つ人が多かった� またMLAによる
調査によれば� �市民のネットワ�ク� の �Read

サ�ビス� と �Discoverサ�ビス� に対しては肯
定的評価が少なかった�
図書館員のニ�ズに即した事業展開を図るため
には� 図書館員が全国的な政策立案や実施に積極
的に関わる必要があると思われる� ただ図書館員
が個人として中央政府の政策プロジェクトに参画
する意義を疑問視する声があることも確かであ
る� 例えば時間がとられるばかりで� 効果は少な
いという意見がある37) [p. 71]� 特定の個人に負担
を集中させず� 専門職団体が個人の関心や技能に
合わせて多様な人材を中央政府のプロジェクトに
推薦するなどの工夫が必要であろう�

C. 今後の見通し

�事業計画� は 2006	08年度も継続中である�
さまざまな問題は残っているが� 個
の事業は単
独のアクタ�では実現できない以上� 調整役とし
てのMLAの役割は重要である� しかしMLA

も� 公共図書館政策の基本構想としての �将来へ
の枠組み� の位置づけは変えていないものの�
2008年に組織を縮小し� MLAの図書館政策担
当者 (Head of Library Policy)の John Dolan氏
も組織から去った38), 39)� この組織変革に際して�
MLA内の図書館� 博物館� 文書館分野の活動の
連携が重視され� 図書館政策に特化した �図書館
政策担当者� のポストもなくなって� �政策
(Policy & Sustainability)� 部門は分野横断的な
構成となった40)� Dolan氏は� 全国基準の廃止な
どの政策変化を経て� 2007年 2月に� 公共図書
館のあり方について述べた A Blueprint for Ex-

cellence という文書を執筆し41)� 自ら関係者への
プロモ�ション活動も行っていたが� 構想を実質
的な政策展開に結び付けるには至らなかった� 今
後� MLAが図書館政策の調整役としての機能が
十分に果たせるのか� 不安が残る�
内容面では� 集中化と分権化の相反する方向性
の調和も残された課題である� �市民のネット
ワ�ク�� �選書と資料収集の集中化� などが典型
であるが� これまでの図書館政策では� 集中化に
よる効率化やサ�ビス改善が進められてきた� 一
方で地方自治一般の動きとして� 現在� 自治体よ
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り規模の小さいコミュニティへの権限の移譲が推
進されている� �2004�06年度事業計画� にみら
れる �コミュニティ�エンゲ�ジメント� などの
内容は	 このような動きを反映したものと思われ
る� 集中化と分権化の相反する方向性を	 図書館
政策のなかで	 いかに共存させていくかが課題と
なるだろう�
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要 旨

�目的� 
将来への枠組み� (Framework for the Future) は� 英国の文化
メディア
スポ�ツ省か
ら 2003年に刊行された今後 10年間の公共図書館の長期戦略を示した文書である� 
事業計画�
(Action Plan)は� この 
将来への枠組み� に基づき� 3年ごとに作成される計画書で� 文化
メディ
ア
スポ�ツ省のエ�ジェンシ� �中央省庁や地方自治体の業務を執行する独立機関	 である博物
館
図書館
文書館評議会 (Museums, Libraries and Archives Council)が作成にあたっている� 本
稿の目的は� 
将来への枠組み� 2004�06年度事業計画� (Action Plan 2004�06)の内容� アウトプッ
ト� 図書館員を中心とする関係者の認識を分析し� その意義と問題点を明らかにすることである�
�方法� 
事業計画� とその関連文献を用いて� その内容 �計画の構成� 
将来への枠組み� との対応
関係� 実施主体� 予算	� アウトプット �実際に得られたアウトプットの類型	� 図書館関係者の認識
�関連文献における記述� 専門職団体の機関誌での各事業の報道回数	 を調査した�
�結果� 
事業計画� の意義は� 戦略的ビジョンに基づいて活動計画を策定するという新しいスタイ
ルを公共図書館の総合政策にはじめて適用したことである� さらに� 分析から� 中央� 地方� 民間企
業� NPOなどの多様なアクタ�が政策に参画したことも示された�
同時に次のような問題点も存在する� すなわち� 第一に� 財源が少ないこと� 第二に� 個�の方策
と公共図書館サ�ビスとの結びつきが不明確であること� 第三に� 図書館員の参画が少ないことであ
る�
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